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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

企業統治の体制

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社グループは「住友事業精神」と「住友電工グループ経営理念」のもと、公正な事業活動を通して社会に貢献していくことを不変の基本方針とし

ております。こうした基本理念を堅持しつつ持続的に成長し、中長期的に企業価値を向上させていくためには、適正なコーポレート・ガバナンスに

基づき経営の透明性、公正性を確保するとともに、イノベーションをキーワードに、保有する経営資源を最大限活用して成長戦略を果断に立案・

実行していくことが重要であり、以下の基本的な考え方に沿って、コーポレート・ガバナンスの一層の充実に取り組んでまいります。

(1)株主がその権利を適切に行使することができる環境の整備を行う。

(2)株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。

(3)会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

(4)取締役会の戦略等基本方針決定機能及び経営の監督機能を重視し、それらの機能の実効性が確保される体制の整備及び取締役会の運営

に注力する。業務執行については、権限及び責任を明確化し、事業環境の変化に応じた機動的な業務執行体制を確立することを目的として、執

行役員制並びに事業本部制を導入している。また、経営健全性確保の観点から、監査役監査の強化を図ることとし、独立社外監査役と常勤の監

査役が内部監査部門や会計監査人と連携して適法かつ適正な経営が行われるよう監視する体制としている。

(5)持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、合理的な範囲で、株主との建設的な対話を行う。

住友事業精神、住友電工グループ経営理念については、当社ホームページ（http://www.sei.co.jp/company/vision.html）をご参照ください。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コードの各原則をすべて実施しています。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方、方針を示すものとして「コーポレートガバナンス・ガイドライン」を定め、当社ホーム
ページにて開示しておりますので、あわせてご参照ください。

コーポレートガバナンス・ガイドライン： http://www.sei.co.jp/company/governance.html

＜原則１－４：政策保有株式の保有方針、議決権行使基準の開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「２．株主の権利・平等性の確保　(3)株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関す

る基本政策 －１」をご参照ください。

＜原則１－７：関連当事者間の取引に関する手続の策定とその枠組みの開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(6) 関連当事者との取引」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（i）経営理念、経営戦略、経営計画＞

当社は、「住友事業精神」をふまえつつ、「住友電工グループ経営理念」、「住友電工グループ企業行動憲章」を定め、また中期経営計画を策定し
ております。これらについては、当社ホームページをご参照ください。

・住友事業精神、住友電工グループ経営理念、住友電工グループ企業行動憲章： http://www.sei.co.jp/company/vision.html

・中期経営計画の説明：　http://www.sei.co.jp/company/strategy.html

＜原則３－１：情報開示の充実　（ii）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（iii）経営陣幹部・取締役の報酬決定方針・手続＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(9) 取締役報酬の決定方針及び手続」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（iv）取締役・監査役候補の指名の方針と手続＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(8) 取締役・監査役候補の指名方針及び手続」をご参照ください。

＜原則３－１：情報開示の充実　（ｖ）取締役・監査役候補の個々の選任・指名の説明＞

取締役候補者および監査役候補者の選任理由は、「株主総会招集ご通知」の参考書類に記載しております。

＜補充原則４－１－１：取締役会の経営陣に対する委任の範囲の開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(2) 代表取締役等に対する委任の範囲」をご参照ください。



＜原則４－８：独立社外取締役の複数化＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の「５.取締役会等の責務（４）取締役会の構成」をご参照下さい。

＜原則４－９：独立社外取締役の独立性判断基準の開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(10) 独立社外取締役・監査役の独立性判断基準」をご参照ください。

＜補充原則４－１１－１：取締役会の知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模の考え方（取締役選任方針・手続と併せ開示）＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(4) 取締役会の構成」をご参照ください。

＜補充原則４－１１－２：取締役・監査役の兼任状況の開示＞

「株主総会招集通知（事業報告）」（当社ホームページの　http://www.sei.co.jp/ir/meeting/　に掲示）をご参照ください。

＜補充原則４－１１－３：取締役会の実効性の分析・評価の実施及びその概要の開示＞

当社取締役会は、その実効性の分析・評価を行うにあたり、社外役員を含む取締役及び監査役全員を対象に、取締役会がその役割を果たすうえ
での機能や、構成・運営状況等に関するアンケート調査を2017年3月に行い、その結果に基づき議論を行いました。その結果、当社の取締役会
は、構成面では社外取締役の増員等により多面的かつ活発な議論が可能となる体制となってきていること、運営面での諸課題の改善が着実に進
んできていること、並びに会議における審議もより活性化されたものとなってきていること等から、重要事項の決定及び取締役の職務執行の

監督という取締役会の役割を果たすうえで、概ね有効に機能していることを確認しております。一方、今後、取締役会の実効性をさらに高めていく
ため、多様性を含む取締役会の構成のあり方についての検討や、より一層議論を深めていくための環境整備等が課題であり、これらに継続して
取り組んでいくことを確認しております。

＜補充原則４－１４－２：取締役・監査役に対するトレーニングの方針の開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(14) 取締役・監査役のトレーニング」をご参照ください。

＜原則５－１：株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針の開示＞

当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「６．株主との対話」をご参照ください。

２．資本構成

外国人株式保有比率 30%以上

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 61,136,300 7.70

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 49,536,100 6.24

日本生命保険相互会社 24,703,727 3.11

住友生命保険相互会社 15,556,500 1.96

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 14,490,500 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 14,099,500 1.78

GOVERNMENT OF NORWAY 11,851,145 1.49

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 11,475,822 1.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口7） 10,907,300 1.37

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 10,739,400 1.35

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部、名古屋 第一部、福岡 既存市場

決算期 3 月

業種 非鉄金属

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上



直前事業年度における（連結）売上高 1兆円以上

直前事業年度末における連結子会社数 300社以上

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社子会社のうち、証券取引所に上場している会社は、住友理工（株）、日新電機（株）、住友電設（株）の計３社でございます。

　当社は、当該上場子会社の独立性を確保し、各社が自主的な経営体制のもとで、企業価値の向上を図ることが、当社グループ全体

の総合力を高め、ひいては当社本体の企業価値向上に繋がるものと考えております。なお、グループとして、基本理念の共有化に努

め、また、リスク管理及びコンプライアンス体制等に関しては、グループ監査役会や当社コーポレートスタッフ部門による各上場子会社

関係部門との交流を通じ、情報交換を行う等、連携を図っております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 会長（社長を兼任している場合を除く）

取締役の人数 14 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

平松一夫 他の会社の出身者 ○ ○

佐藤廣士 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

平松一夫 ○

平松一夫氏は、学校法人関西学院の常
任理事であります。当社は同学校法人に
対し、研究部門より研究を委託することが
あり、また、他の大学に対するものと同水
準の寄付を行うことがありますが、いずれ
も、その金額、性質等に照らして、平松一
夫氏の独立性に影響を与えるものではあ
りません。

平松一夫氏は、証券取引所が定める、独立性
に関する判断基準に抵触せず、また、これまで
取締役会等において、会計学を主たる研究分
野とする大学教授として培った高い識見や、大
学や学会等の運営に携わった豊富な経験に基
づき、会社から独立した立場で、企業経営全般
にわたって意見・提言等をいただいており、一
般株主との利益相反の生じるおそれはないと
判断し、独立役員として指定するものです。



佐藤廣士 ○

佐藤廣士氏は、２０１６年４月１日まで、株
式会社神戸製鋼所の取締役会長でありま
した。当社と同社との間には、製品の購
入・販売に関する取引がありますが、その
取引の規模等に照らして、佐藤廣士氏の
独立性に影響を与えるものではありませ
ん。

佐藤廣士氏は、証券取引所が定める、独立性
に関する判断基準に抵触せず、また、鉄鋼を中
心とする素材、機械、エネルギ-など幅広い事
業領域を持つ企業の経営に携わられ、企業経
営全般に関する豊富な経験と高い識見を有し
ておられ、会社から独立した立場で、社外取締
役としての職務を適切に遂行していただけるも
のと考えており、一般株主との利益相反の生じ
るおそれはないと判断し、独立役員として指定
するものです。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名諮問委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬諮問委員会 5 0 2 2 0 1
社外取
締役

補足説明

指名諮問委員会及び報酬諮問委員会については、当社「コーポレートガバナンス・ガイドライン」の 「５．取締役会等の責務　(7) 指名・報酬諮問委

員会」をご参照ください。　 コーポレートガバナンス・ガイドライン： http://www.sei.co.jp/company/governance.html

委員構成において「その他」に該当する委員は、社外監査役です。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない

監査役の人数 5 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役と会計監査人の連携状況としましては、期初に監査計画に関し協議を行い、期中には中間監査の実施状況及び期末監査の

留意点につき報告を受け、かつ意見を交換し、監査報告書作成段階では監査結果についての説明を受け、意見を交換しております。

更に、必要に応じて報告・意見交換を実施しております。

　監査役と内部監査部門の連携状況としましては、内部監査部門である監査部とは、内部監査計画立案段階のほか中間期をはじめ

適宜に監査の進め方等に関し意見交換を行っております。また、内部監査終了ごとに監査結果につき報告を受けております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 3 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

林幹 公認会計士 △

渡辺捷昭 他の会社の出身者 △

上原理子 弁護士



※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

林幹 ○

林　幹氏は、２０１０年６月２４日まで、税理
士法人プライスウォーターハウスクーパー
スの代表社員でありました。当社と同税理
士法人との間には、顧問契約や定常的な
取引はありません。当社は同税理士法人
に対し、時には税務に関する調査・指導に
係る業務を委託することがありますが、そ
の取引の頻度及び規模等に照らして、
林　幹氏の独立性に影響を与えるもので
はありません。

林　幹氏は、証券取引所の定める、独立性に
関する判断基準に抵触せず、また、公認会計
士及び税理士としての国際税務分野を含む専
門的な知識・経験に加え、企業買収・再編に係
る実務や海外駐在経験を通じて企業のグロー
バルな事業活動にも豊富な知見を有しておら
れ、会社から独立した立場で、主に、リスク管
理を含めた経営管理のあり方、グローバルな
規制等の変化や他社の不祥事を踏まえた施策
やコーポレートガバナンス上の留意点等につい
て意見・提言等をいただいており、一般株主と
の利益相反の生じるおそれはないと判断し、指
定するものです。

渡辺捷昭 ○

渡辺捷昭氏は、２０１１年６月１７日まで、ト
ヨタ自動車株式会社の取締役副会長であ
りました。当社と同社との間には、製品販
売に関する取引関係がありますが、その
取引の規模等に照らして、渡辺捷昭氏の
独立性に影響を与えるものではありませ
ん。

渡辺捷昭氏は、証券取引所の定める、独立性
に関する判断基準に抵触せず、また、長年に
亘りグローバルに事業活動を展開する企業の
経営に携わられ、企業経営全般に関する豊富
な経験と高い識見を有しておられ、会社から独
立した立場で、主に、グループ全体の実効性あ
る経営管理のあり方、グローバルな規制等の
変化や他社の不祥事を踏まえた施策やコーポ
レートガバナンス上の留意点等について意見・
提言等をいただいており、一般株主との利益相
反の生じるおそれはないと判断し、指定するも
のです。

上原理子 ○ ―――

上原理子氏は、証券取引所の定める、独立性
に関する判断基準に抵触せず、また、裁判官、
弁護士として司法に携わられ、コンプライアンス
を含む企業法務に関する高い識見と豊富な経
験に基づき、会社から独立した立場で、社外監
査役としての職務を適切に遂行していただける
ものと考えており、一般株主との利益相反の生
じるおそれはないと判断し、指定するものです。

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、社外役員全員について、株式会社東京証券取引所等が規定する独立役員として指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない



該当項目に関する補足説明

　取締役のインセンティブを一層高めるために、成果に応じた一定の報酬が支給されることは重要であると考えておりますが、継続的な

企業価値の向上には、中長期的な視点に立った経営も必要であることを併せ考慮しながら、成果をはかる指標や支給方法等につき、

税制上の取扱いなども含め慎重に検討してまいります。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 一部のものだけ個別開示

該当項目に関する補足説明

１．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　　取締役14名（社外取締役を除く） 報酬等の総額：814,390千円（基本報酬：564,390千円、賞与：250,000千円）

　　監査役2名（社外監査役を除く） 報酬等の総額72,120千円 （基本報酬：72,120千円）

　　社外役員5名 報酬等の総額：80,010千円 （基本報酬：80,010千円）

２．報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額等

　　松本 正義（社長） 報酬等の総額：172,190千円（基本報酬：119,190千円、賞与：53,000千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、職位ごとに当社の取締役にふさわしい報酬水準を設定し、そのうえで各人の報酬は、役割や責任度合い並びに会社業
績への貢献度に基づいて決定致します。なお、株主総会において承認決議した報酬額の枠内で決定することと致します。また、取締役の賞与につ
いては、総額は、毎期の会社業績、特に利益指標、配当水準等をもとに株主総会の決議を経て決定致します。各人への配分は、中長期的な観点
も踏まえ、職位や責任度合い、主要目標の達成度、毎期の会社業績への貢献度に基づいて決定致します。取締役の報酬及び賞与は、報酬諮問
委員会にて客観的視点から審議を行い、その答申をもとに取締役会の決議によって決定致します。

監査役の報酬については、株主総会において承認決議いただいた報酬額の枠内で、監査役の協議により決定致します。

なお、役員の報酬決定に際しては、事業内容、規模等の類似する企業を対象とした役員報酬に関する第三者の調査を活用することにより、報酬、
賞与及び年棒水準の客観性を確保しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

社外取締役については取締役会事務局（総務部）と秘書が中心となってサポートしており、各部門と連携して経営に関する情報の提供や取締役会
議案の事前説明等を行っております。

社外監査役に対する必要な情報の提供は、取締役会関係の事前説明を含め、常勤の監査役が行っております。また、監査役のスタッフとして監
査役室を設置しており、社外監査役の活動をサポートしております。加えて、日程等管理のために秘書を配置しております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社では、取締役会が会社の方向性に係わる基本的事項を決定する機能と監督機能を適切に果たすことができるよう、投資等の個別案件の審
議は重要性の高いものに限定するとともに、中期経営計画やそれを踏まえた年度計画の審議や当該計画の四半期ごとのトレース等に重点を置い
た運営を行っています。なお、取締役会において、多角的かつ十分な検討が行われるよう、独立社外取締役を選任しているほか、独立社外監査
役にも積極的にご発言いただいています。また、取締役会の監督機能については、独立性・客観性確保のため、独立社外取締役を中心とした独
立社外役員の意見を尊重することとしております。さらに、一層の実効性確保のため、独立社外取締役を委員長とし、独立社外役員が過半数を占
める経営陣幹部・取締役等の指名及び報酬に関する諮問委員会を設置しております。加えて、独立社外取締役につきましては、２名以上の体制と
いたしますほか、支援体制や独立社外監査役を含む監査役、会計監査人、内部監査部門との連携体制の強化を図ってまいります。

取締役会は、毎月１回定例的に開催するほか、必要に応じて臨時開催しており、取締役会長が議長となり、上記の事項の審議・決定等のほか、内
部統制システムの基本方針の決定や同システムの整備・運用状況の監督等を行っております。

執行体制としては、権限及び責任を明確化し、事業環境の変化に応じた機動的な業務執行体制を確立することを目的として執行役員制並びに事
業本部制を導入しており、事業本部に対し、責任を明確化しながら業務執行に係る権限委譲を行うとともに、併せて内部牽制機能を確立するた
め、社内規程においてコーポレートスタッフ部門を含めたそれぞれの組織権限や実行責任者、適切な業務手続を定めております。



監査役及び監査役会については、監査役の過半数をさまざまな専門知識や多面的な視点を持つ独立社外監査役とし、これらの監査役と常勤の
監査役や監査役専任のスタッフが内部監査部門や会計監査人と連携して適法かつ適正な経営が行われるよう監視する体制としております。

各監査役は、監査役会が定めた監査基準・方針・分担に従い、取締役会等重要な会議への出席、取締役、内部監査部門その他の使用人等から
の職務状況の聴取、重要な決裁書類の閲覧、主要な事業所等の往査等を実施するとともに、他の監査役から監査状況等の報告を受け、また会
計監査人とは適宜情報交換等を行っております。

内部監査については、所管部門として監査部を設置しております。同部は、当社グループ会社を含めた事業所往査等の監査を通じて適正かつ効
率的な業務実施のための問題点の調査や改善提案を行っており、また監査役及び会計監査人とも適宜連携を取って監査を実施しております。

会計監査人による会計監査及び内部統制監査は有限責任 あずさ監査法人が実施しており、業務執行社員は谷尋史氏、前田俊之氏、山田徹雄

氏、監査業務に係る補助者は公認会計士１６名、その他１８名です。

なお、常勤監査役林昭氏は、当社の経理・財務部門内における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。ま
た、社外監査役林幹氏は、公認会計士及び税理士としての資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

社外取締役及び社外監査役が、現在業務執行者であるか、または過去１０年内において業務執行者であった他の会社等と当社との間に、２０１６
年度以降に生じた取引関係等は、独立役員の適合項目に関する補足説明に記載のとおりですが、いずれにおいてもその職務の遂行に影響を及
ぼすような特別な利害関係はありません。

社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統制部門との関係について
は、上記の通りであります。

当社は、定款において、社外取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款の規定に基づいて、当社が社外
取締役及び社外監査役の全員との間で締結している責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

・社外取締役又は社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がな
かったときは、金10百万円又は会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度として損害賠償責任を負担するものとす
る。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社では、経営の健全性確保において監査役及び監査役会が一定の役割を果たして来たことから、監査役会設置会社制度を選択しており、取締
役会、業務執行体制、監査役及び監査役会が、それぞれの責務を果たすことにより、基本理念の下で持続的な成長と中長期的な企業価値の向
上を図ります。

さらに、社外の視点を入れて取締役会の監督機能を一層強化し、経営の透明性や客観性を高めていくために、社外取締役２名を選任しておりま
す。また、適法かつ適正な経営が行われるよう監視する体制を強化するため、監査役の過半数を占めるように、様々な専門知識や多面的な視点
を持つ社外監査役３名を選任しております。

詳細につきましては、２．に記載のとおりですが、以上の現状体制により、当社のコーポレート・ガバナンスは十分に機能していると考えております
が、今後もさらなる体制充実に取り組んでまいります。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
２００６年６月開催の定時株主総会より法定期限の１週間前に発送しております。

また、招集通知の発送前に当社ホームページに電子データを掲載することとしておりま
す。

集中日を回避した株主総会の設定 ２００６年６月開催の定時株主総会より実施しております。

電磁的方法による議決権の行使 ２００６年６月開催の定時株主総会より実施しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

２００８年６月開催の定時株主総会より実施しております。

招集通知（要約）の英文での提供

２００６年６月開催の定時株主総会分より招集通知の英訳版を作成し、日本語版とともに
当社ホームページに掲載しております。なお、英訳対象は、いわゆる狭義の招集通知及
び株主総会参考書類のみとしておりましたが、２０１５年６月開催の定時株主総会より、事
業報告及び連結計算書類についても英訳を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
２００６年９月に制定し、当社Ｗｅｂサイト上で公開しております。

http://www.sei.co.jp/csr/disclosure.html

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年度決算後および中間決算後に、社長による決算説明会を開催し、機関投資

家・アナリストに決算概要や経営方針、中期計画の進捗等を説明することに加

え、個別ミーティングや取材の場を適宜設けております。こうした活動を通じ、

当社へのご理解を高めていただくよう努める一方、直接、当社事業に対する客

観的なご意見ご質問をお伺いすることにより、コミュニケーションの充実に努め

ております。

あり

IR資料のホームページ掲載

当社は、WEB 上にIR情報ページを作成し、下記のIR 資料等を日本語だけでな

く可能な限り英語でも同じ内容を同時に掲載することにより、投資家間の情報

の格差をなくすよう努めています。（社長による投資家向けごあいさつ、決算短

信および補足資料、有価証券報告書及び四半期報告書、株主総会の招集通

知、アニュアルレポート、財務データ集（Fact Book）、財務ハイライト、ＩＲカレン

ダー、決算説明会資料及び動画配信）

IRに関する部署（担当者）の設置 IR 担当部署は経理部IR 室です。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　「住友電工グループ経営理念」において、各ステークホルダーに対する当社のあるべき

姿を明示しており、研修等を通じてグループ各社を含め、その共有化に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

　当社では、「全社環境委員会」、「CSR 委員会」を設置し、当社グループの環境保全や

CSRに関する活動を推進しております。こうした活動の成果を取り纏め、1998 年から毎

年、環境報告書を、2005 年からは、内容を大幅に拡充したCSR 報告書を発行し、

当社WEBサイトにおいても公開しております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

　当社グループ全役職員の基本的行動指針である「住友電工グループ企業行動憲章」

第10条に、「適切な情報開示とコミュニケーションの促進」を明示しております。「住友電

工グループ企業行動憲章」につきましても、研修等を通じてグループ各社を含め、その共

有化、遵守に努めております。

その他

当社は、従来から住友事業精神に則り、人材を重視した経営を行ってまいりましたが、
2011年9

月に「Sumitomo Electric Group Global Human Resource Management Policy（グローバル

HRM

ポリシー）」を制定し、グループ・グローバル共通の人材育成、国籍や人種、年齢、性別、性
自認、性的指向、障がいの有無等に関係ないキャリア機会の提供、ダイバーシティの推
進、グローバルリーダーの育成等に取り組むことを対外的に公表いたしました。2014年10
月には、ダイバーシティ推進グループを新設し、本ポリシーの具現化に向け、当社の重要
な経営課題の一つとして具体的施策の検討と推進を行っております。このうち次世代育成
の取り組みを含む、女性活躍に関連する活動としては、社員のワーク・ライフ・バランス推
進を支援するため、全社運動である「SWITCH運動」（現在はSWiTCH17運動を展開）を実施
し、適正な労働時間管理の徹底や業務効率化等メリハリのある働き方を推進するととも
に、育児や介護関連制度の整備に積極的に取り組んでおります。一例としては、出産・育
児・介護等を理由にやむを得ず退職した社員を再雇用する「ジョブリターン制度」の創設
や、当社主要３拠点に託児所を設置するほか、在宅勤務制度を導入・拡大するなど、社員
がより働きやすい職場づくりを推進しております。また、男性の育児休業取得者も年々増加
傾向にあり、社員の意識も徐々に変わってきております。なお、これらの活動により、当社
はこれまで厚生労働省の次世代育成支援行動計画の認定（いわゆる、くるみん認定）を
2007年以降5回受けているほか、２０１６年度には女性活躍推進に優れた上場企業が選定
される「なでしこ銘柄」に選定されました。今後も多様な人材活用の一環として、女性活躍
の推進に積極的に取り組んでいく予定であります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

会社法第362条第４項第６号並びに会社法施行規則第100条第１項及び第３項の株式会社の業務の適正を確保するために必要な体制の整備（内
部統制システムの構築に関する基本方針）、及び当該体制の運用状況の概要は、下記のとおりとする。なお、今後とも内部統制システムの一層の
充実を図るものとし、内部統制システムに関する基本方針を見直す場合には取締役会に付議する。

１－１．内部統制システムに関する基本方針

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会の議事録を作成し保存するとともに、情報管理規程、文書規程及び書類保存規程に定めるところに従い、起案決裁書等、取締役の職務
の執行及び決裁に係る情報について記録し、適切に管理するものとする。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

災害、品質、安全、環境、与信及び貿易管理などのグループ横断的な主要リスクについては、各リスクを所管するコーポレートスタッフ部門や当該
部門担当の取締役等（「役付取締役、役付執行役員」をいう。以下同じ）が主催する委員会がグループ内に展開する対応策や事故事例・防止策に
従い、各部門が所管事業の遂行に伴うリスクを再評価のうえリスク管理を行うものとする。なお、サイバー攻撃の増加・巧妙化に対応したサイバー
セキュリティ、グローバルな事業展開に伴い重要性が増している贈賄防止、機密情報・個人情報管理や法務、労務、税務等の喫緊の課題につい
ては、リスク管理委員会主導の下、関係部門が連携して体制の整備や取組みの強化を図ることとしている。また、部門に固有のリスクについて
は、専門的知見を有するコーポレートスタッフ部門や外部専門家の支援を適宜受けながらリスクの軽減等を行う。これらの活動は、リスク管理委員
会が、リスク管理規程に従い統轄し、監査役、内部監査部門及び各リスクを所管するコーポレートスタッフ部門とも連携しながらモニタリングする。
さらに、重大なリスクが顕在化し、緊急の対応が必要な場合には、リスク管理実務委員会が危機レベルの判定や対策本部の設置等を行う。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役等や基幹職の職務執行が効率的且つ適正に行われるよう、職制及び業務規程において担当部門、職務権限及び各組織の所管業務を定
める。また、執行役員制及び事業本部制を採用し、各事業本部、営業本部及び研究開発本部が、本部長のもと、環境変化や顧客ニーズに応じた
機動的な事業運営を行う体制とする。なお、各本部の業績等については、中期計画及びその達成に向けた年度計画を策定し、経理部門及び経理
担当役員が月次単位で達成状況を把握・分析のうえ、経営会議・取締役会に報告して所要の対策について検討する体制とする。ＴＶ会議やコン
ピュータ・情報通信システムの活用を推進し、経営情報の効率的な収集・分析及び活用・共有化を図る。

（４）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した企業行動憲章や具体的な禁止事項等を示したコンプライアンス行動指針の浸透に努めるほか、トップ
の発言・行動を通じ、法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであることを徹底する。社長を委員長とするコンプライアンス委員会に
おいて、グループ横断的なコンプライアンス・リスクの把握・分析、コンプライアンス行動指針の作成・見直し、研修の企画・実施、違反事例に係わ
る原因の究明や再発防止策の立案並びにそれらのグループ内への周知徹底及びコンプライアンス推進活動のモニタリング等を行う。一方、各部
門においては、部門特有のリスクを含め、コンプライアンス・リスクを把握、分析のうえ発生防止策を講じることとしており、コンプライアンス委員会、
法務部、監査役及び内部監査部門は連携して、そのモニタリングを行う。なお、国内外の競争法の遵守については、グループ内における疑わしい
行為を含むカルテル・談合行為根絶のため、競争法に関する教育を継続的に実施するとともに、コンプライアンス委員会の下で、競争法コンプライ
アンス室が、各本部の専任組織もしくは競争法コンプライアンス推進責任者と連携して、競争法コンプライアンス規程の運用及び遵守状況のモニ
タリングを行い、また、その他の競争法コンプライアンスに関する施策を企画・実行する。また、コンプライアンス委員会は社内及び社外に設置した
相談・申告窓口に寄せられた情報につき、適切に状況の把握を行い、必要な対策をとるものとする。

（５）財務報告の適正性を確保するための体制

社長を委員長とする財務報告内部統制委員会を設置するとともに、コーポレートスタッフ部門に推進組織を設け、それらの方針・指導・支援のも
と、各部門・子会社において、金融商品取引法及び金融庁が定める評価・監査の基準・実施基準に沿った、内部統制システムの整備及び適切な
運用を進め、財務報告の適正性を確保するための体制の一層の強化を図る。監査部は、各事業年度毎にグループ全体の内部統制システムの有
効性についての評価を行い、その結果をもとに金融庁に提出する内部統制報告書を取りまとめ、財務報告内部統制委員会及び取締役会の承認
を得るものとする。

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

住友の事業精神並びに経営理念を敷衍した企業行動憲章について、グループ会社にも浸透を図り、事業運営上、尊重・遵守していくべき事項の
共有化に努める。関係会社管理規程に基づき、当社経営会議、取締役会で報告・付議すべき決定事項・発生事実やリスク管理、コンプライアンス
等に関する一定の事項について子会社から報告を受け、又は必要により当社と協議を行うものとする。加えて、各子会社の取締役ないし監査役
に、所管本部等の関係者や経理部門の基幹職等が就任し、各社の経営状況の把握に努めるほか、グループ監査役会や当社人事部門、総務部
門、経理部門等のコーポレートスタッフ部門による子会社関係部門との交流を通じて、リスク管理やコンプライアンスの体制等に関する情報交換を
行うものとする。なお、リスク管理やコンプライアンスに関する主な活動は、当社本体のみならず、上場会社及びその子会社を除く国内外の子会社
を対象に行っている。グループ横断的な主要リスクについては、当社の担当部門等がグループ内に展開する対応策や事故事例・防止策に従い、
各子会社が自社事業の遂行に伴うリスクを再評価のうえリスク管理を行うほか、各社固有のリスクについても、当社の支援を受け、リスクの軽減
等を行う。コンプライアンスに関しても、当社のコンプライアンス委員会や法務部門等が、グループ内に展開する主要なコンプライアンス・リスク及
び発生防止策に従い、各子会社において、自社特有のリスクを含め、対策を講じる体制としている。なお、内部通報のための相談・申告窓口は、
各子会社に対し、独自の社内窓口の設置について指導するとともに、国内・海外それぞれにおいて、グループ共通の社外窓口を設ける。各子会
社の事業は、事業本部制の下で機動的に運営される体制となっている。各子会社の事業計画は、各本部の中期計画及び年度計画の一環として
策定され、各本部の業績が月次単位で経営会議、取締役会に報告されて、所要の対策等が検討される体制としている。また、子会社におけるコン
ピュータ、情報通信システム等の活用についても、グループ共通の基盤の利用を推進している。

（７）監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項、当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項

専ら監査役の業務を補助すべき部門として監査役室を設置し、専任の者を含む使用人（以下「監査役スタッフ」という）を配置するものとする。監査
役スタッフの人事異動、人事評価に際しては、あらかじめ監査役会に相談して、意見を求めることとし、監査役スタッフは、監査役の指揮命令に従
うものとする。

（８）当社の取締役及び使用人、子会社の取締役及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社監査役に報告をするための体制その他
の当社監査役への報告に関する体制



監査役は、当社のグループ全体の運営を所管する経営会議、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会等の重要な各種会議に陪席することとす
る。その他、グループ内の突発の法令・定款違反行為や重要な業務執行、内部統制システムの変更（軽微なものを除く）等について、取締役、部
門長又は子会社社長等から適宜監査役に報告する体制とする。

（９）監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

内部通報窓口制度に関する規程において、監査役スタッフに情報提供を行ったことを理由として解雇その他の不利益な取扱いを行わない旨を規
定するなど、当社及び各子会社は、監査役に前項（８）の報告をしたことを理由として、当該報告をした者に対して不利な取扱いを行わない。

（１０）監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理のために、毎年度、監査役の承認のもと必要な予算を設定し、監査役から前払又は支
出した費用等の償還、負担した債務の弁済の請求があった場合には、速やかに対応するものとする。また、監査役がその職務の執行に関連して
弁護士、公認会計士等の外部専門家に相談する場合の費用は、会社が負担することとする。

（１１）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役が取締役及び部門長からヒアリングを行う機会を適宜確保するとともに、取締役会長、社長及びコーポレートスタッフ部門担当役員等と監
査役との意見交換会を定期的に開催する。

１－２．運用状況の概要

（１）取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役会の議事録は、開催の都度作成され、出席役員が記名押印したものを総務部が保存している。起案決裁書等、取締役の職務の執行及び
決裁に係る文書や電子データについては、各部門において、情報管理規程、文書規程及び書類保存規程に定めるところに従い管理している。

（２）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理委員会は、経営会議の開催に併せて開催され、各取締役等が所管部門における重要なリスクの発現等について報告し、必要により対
策等につき審議を行っている。グループ横断的な主要リスクについては、基本方針に従い、各リスクを所管するコーポレートスタッフ部門や当該部
門担当の取締役等が主催する委員会が、グループ内に展開する対応策や事故事例・防止策を受けて、各部門において所管事業の遂行に伴うリ
スクを再評価のうえリスク管理を行っており、また、部門に固有のリスクについても、適宜コーポレートスタッフ部門や外部専門家の支援を受けなが
らリスクの軽減等を行っている。グローバルな事業展開に伴い重要性が増しているリスクに対しては、機密情報管理に関し、重要な技術情報の漏
洩防止対策に取り組んだほか、個人情報管理に関し、ＥＵ一般データ保護規則の施行に向けた対応等を進めている。また、サイバー攻撃の増加・
巧妙化に対してサイバーセキュリティの強化を進めるなど、リスク管理委員会主導の下、関係部門が連携して体制の整備や取組みの強化を図っ
ている。これらの活動については、リスク管理委員会並びにその事務局であるリスク管理室が、監査役、監査部及び各リスクを所管するコーポ
レートスタッフ部門とも連携しながらモニタリングを行っている。

（３）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役等や基幹職の職務執行が効率的且つ適正に行われるよう、職制及び業務規程において、担当部門、職務権限及び各組織の所管業務を
明確にしており、同規程の内容は必要に応じ適宜改訂している。各本部の業績等については、中期計画及びその達成に向けた年度計画を策定
し、経理部門及び経理担当役員が月次単位で達成状況を把握・分析して経営会議、取締役会に報告し、所要の対策につき検討を行っている。経
営情報の収集・分析については、迅速且つ効率的な収集を可能とする経理システムを構築し、活用している。

（４）取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

住友の事業精神、企業行動憲章については、それらを説明する冊子の配布等により、コンプライアンス意識については、住友電工グループ・コン
プライアンス行動指針の配布及び研修の実施により、それぞれ浸透を図っている。また、社長が、年頭の挨拶や社内報等グループ内でメッセージ
を発する機会に、住友の事業精神の重要性や法令遵守、企業倫理の維持が経営の根幹をなすものであることに言及し、それらの意識の浸透を
図っている。２０１６年度は、コンプライアンス委員会を４回開催し、グループ横断的なコンプライアンス・リスクの把握・分析、コンプライアンス研修
の企画・実施及び各部門のコンプライアンス推進活動のモニタリング等を行っている。なお、コンプライアンス研修については、国内では、当社の
役員、昇進者、新入社員並びに当社及び子会社の管理者向けに実施し、海外では、競争法に関するウェブによる研修等を実施した。国内外の競
争法の遵守については、国内外子会社を含め、競争法に関する教育を実施するとともに、競争法コンプライアンス室が、各本部の専任組織もしく
は競争法コンプライアンス推進責任者と連携して、競争法コンプライアンス規程の運用及び遵守状況のモニタリングを行っている。コンプライアン
ス委員会は、当社及び国内外の子会社が社内及び社外（法律事務所及び専門業者）に設置した相談・申告窓口に寄せられた情報について適切
に状況の把握を行い、必要な対応を行っている。

（５）財務報告の適正性を確保するための体制

財務報告内部統制委員会及び関連コーポレートスタッフ部門の指導・支援のもと、各部門・子会社において内部統制システムの整備及び運用を
行っている。監査部は、グループ全体の内部統制システムの有効性についての評価を行い、その結果をもとに金融庁に提出する内部統制報告書
を取りまとめ、財務報告内部統制委員会及び取締役会の承認を得ている。

（６）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

住友の事業精神、企業行動憲章については、各子会社においても浸透を図っており、事業運営上、尊重・遵守していくべき事項の共有化に努めて
いる。関係会社管理規程に基づく所定の事項については、各子会社から、各社の所管本部及び関連コーポレートスタッフ部門が報告・相談を受
け、必要により当社経営会議、取締役会に付議している。各子会社の取締役ないし監査役には、所管本部等の関係者や経理部門の基幹職等を
配置し、各社の経営状況の把握に努めている。各子会社の事業計画は、各本部の中期計画及び年度計画の一環として策定され、各本部の業績
は月次単位で経営会議・取締役会に報告されて、所要の対策等につき検討を行っている。リスク管理、コンプライアンスに関する取り組みについて
は、グループ監査役会のほか、当社人事部門、総務部門、経理部門等のコーポレートスタッフ部門が開催する子会社関係部門との会議等を通じ
て、情報交換を行うとともに、各子会社に対しては、関連コーポレートスタッフ部門による指導・支援も行っている。また、主な活動については、当社
本体のみならず、上場会社及びその子会社を除く国内外の子会社を対象に行っている。

（７）監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

専ら監査役の業務を補助すべき部門として監査役室を設置し、専任者１名、兼務者４名の使用人（以下「監査役スタッフ」という）を配置している。
監査役室は組織上いずれの取締役等の担当下にも属さず、また、監査役スタッフは監査役の指揮命令に従うこととしている。監査役スタッフの人
事異動、人事評価に際しては、監査役から意見の聴取を行っている。監査役は、経営会議、リスク管理委員会、コンプライアンス委員会等の各種
重要会議に陪席している。取締役等、部門長及び子会社社長等は、各種重要会議の内容につき補足を要する重要な事項について、適宜監査役
に対して報告を行っている。監査役の職務の遂行について生ずる費用や債務の処理のために、監査役の承認のもと必要な予算を設定しており、
監査役から前払又は支出した費用等の償還等の請求があった場合には、速やかに対応している。各取締役及び部門長は、監査役の求めに応じ



て会合をもち、監査に必要な事項についてのヒアリングを受けている。また、２０１６年度は、社長及び人事・総務・経理担当役員による監査役との
会合を２回開催し、経営方針・経営課題等について報告及び意見交換を行っている。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び整備状況については、以下の通りです。

（１）当社は、「住友事業精神」と「住友電工グループ経営理念」のもと、公正な事業活動を通して社会に貢献していくことを不変の基本方針としてお
ります。さらに、これら理念を実現するために役員、社員がいかに行動すべきかをより具体的に示した行動規範として「住友電工グループ企業行動
憲章」を制定し、断固たる態度で反社会的勢力を排除することを明記しております。

（２）総務部が関係行政機関等からの情報収集に努めるとともに、社内関連部門と連携し、反社会的勢力を排除する体制を敷いております。また、
「コンプライアンス・マニュアル」においても反社会的 勢力排除について規定し、研修等を通じて役員、社員に周知徹底を図っております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

適時開示体制の概要

　当社は、「住友事業精神」及び「住友電工グループ経営理念」の実現に向けて、積極的に取り組むべき事項、或いは如何なる場合に

おいても遵守すべき事項を「住友電工グループ企業行動憲章」として制定し、その一項に「適切な情報開示とコミュニケーションの促進」

を掲げ、会社情報を適時適切に開示すること、社会とのコミュニケーションの促進に努めることを宣誓し、役職員への徹底を図っておりま

す。また、本企業行動憲章に基づき、情報開示における基本姿勢・方針を定めた「住友電工グループ ディスクロージャーポリシー」を制

定しております。

　上記の基本方針を受けて、インサイダー情報及び証券取引所が定める重要な会社情報の適時開示に関し、社内規程「パブリシティ

業務に関するルール」において、以下の公表手順、情報伝達体制を定め、法令及び関連規則に従って、適時開示を行っております。

（1）コーポレートスタッフ部門、研究開発部門、営業部門、事業部門の各部門長は、自部門（準ずる部門や所管する子会社も含む）に

関し、インサイダー情報及び証券取引所が定める重要な会社情報が発生する可能性を認めた場合、各担当役員に連絡すると同時に情

報取扱責任者である広報部長に連絡する。

（2）広報部長は、当該部門、法務部、経理部、財務部等の関係部門と協議の上、公表の必要性、公表時期、公表内容、公表方法等を

検討し、決定する。

（3）広報部長は、上記の決定に従い、当社に係る事項の内「決定事実」については取締役会決議後速やかに、「発生事実」、「決算情

報」については遅滞なく開示手続きをとる。また、「子会社に係る重要な情報」についても、これに準じて取り扱う。

　具体的には、別紙模式図に示すとおり「決定事実」、「発生事実」、「決算情報」それぞれにおける情報伝達体制を制定するとともに、

情報の適時開示を円滑に図るよう社内で徹底し、投資者の視点に立った迅速、正確かつ公平な会社情報の適時適切な提供について

真摯な姿勢で臨むことを心掛けています。適時開示体制を対象としたモニタリングとしましては、情報開示担当部門である広報部への

監査役によるヒアリング、内部監査部門による広報部の監査を、適宜実施しております。また、適宜、適時開示に関する社内教育を実

施するなどルール・規則の徹底を図り、会社情報の適時適切な開示に努めております。






